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会議の概要 

１ 開会 

２ 委員長挨拶 

  鯵坂徹委員長挨拶 

３ 議事 

 ⑴ 前回会議の振り返り 

   前回の会議において、委員長から説明をいただきたい旨の要望のあっ

たデジタル化に関する取組（配付資料７Ｐ10～11）について、説明（テ

レビ会議システムの概要を含む。）を行う。 

＜委員の意見＞ 

Ｄ委員：素晴らしいテレビ会議システムだと思うが、これを本庁支所間だけ

で使用するというのは非常にもったいない。今後、県や近隣市町村とつな

ぐような計画はあるか。 

事務局：現在、そのような計画はないが、将来的・機能的には可能と考えて

いる。 

Ｄ委員：必要に応じて、警察・消防とのオンライン化というのも有効ではな

いか。 

事務局：現在は、セキュリティを重視して庁内ＬＡＮを使用している。セキ

ュリティの問題が懸念される。 

Ｄ委員：将来の課題である。 

事務局：セキュリティ対策が構築できれば、可能と考えている。 

Ａ委員：例えば、議会の委員会でテレビ会議を使用する予定はあるのか。 

事務局：今のところ、委員会で使用する予定はない。議場と委員会室がある

ので、それぞれ審議が行われることになる。テレビ会議システムは庁議室

に設置してあり、各支所も同様である。システム自体の移動はできないの

で、庁議室でしか使用できない。 

Ａ委員：各支所の職員は各支所で、議員は志布志庁舎で、それができれば一

番便利だと思うが。早急に取り組んで欲しいと思う。 

Ｃ委員：システムの導入経費と後年度のメンテナンス費用は、どうなってい

るのか。 

事務局：導入経費は、本庁支所含めて約900万円である。テレビが約55万

円、上のカメラが約80万円である。あとはライセンス料、雑費等であり、

金額的には大きくなっている。５年間はメンテナンス込みの費用となって

おり、ライセンス料は発生しない。よって、来年度以降の費用は発生しな

い。 

Ｃ委員：今後５年間はこの900万円でまかなえるということであるが、これ



は国のコロナ関係の臨時交付金か。 

事務局：交付金対象にはなると思うが、市民向けの様々な事業があり、その

上限額をもう既に超えている。このシステムについては、ふるさと志基金

を充てている。最終的に決算がどうなるかはわからないが、交付金事業の

メニューに入れ込むことは可能である。 

Ｃ委員：自治体や警察・消防とこのシステムを共有する場合は、同じシステ

ムを導入しないといけない。そこの問題をどうするのかを国のデジタル庁

で考えていくことになると理解している。このシステムに限らず、住民票

のシステムも含めて、自治体ごとに違う会社のシステムで、会社が違うと

つなげない、共有が進まないこともあり、国がデジタル庁で解消を図って

いくと思う。 

 ⑵ 本庁機能全体の移転について 

   事務局において、会議資料（配付資料６）の説明を行う。 

＜委員の意見＞ 

Ｄ委員：１番（配付資料６Ｐ４）に増築、別館建設等の新たな庁舎整備は行

わず、志布志庁舎、松山庁舎及び有明庁舎を有効に活用するとあるが、こ

れは基本的にはそれぞれの庁舎を有効に利用することで、必要十分な行政

サービスが担保されていることを条件に、これらの現有の施設を有効利用

するとした方がよいと考える。 

委員長：現有施設で十分な市民サービスが提供できるのであればということ

でよいか。 

Ｄ委員：そのとおりである。行政サービスが低下しないというのが前提であ

る。 

Ａ委員：３番（配付資料６Ｐ４）の市民サービスの低下を招かず、市民の利

便性に支障がない場合においては、民間施設等を必要最小限の経費で整備

することにより利活用の検討を行うこととはどういう意味か。市民に支障

がない場合は、民間施設の利用を検討する必要はないのでは。 

事務局：これまで様々な意見が出た中で、市民サービスに影響を与えるとい

うことを十分考慮した上で施設が足りないということであれば、民間施設

等も視野に入れて最小限の経費で利用することも選択肢の１つとして考え

ていいのではないかという意見があり、それを踏まえたものである。前提

としましては、市民サービスを低下させずに、本庁機能を集約することで

更に市民サービスの向上が図られるということでの、周辺施設の活用、本

庁集約するための活用ということでお示ししているところである。 

Ａ委員：市民の利便性に支障がない場合は、必要ないのでは。 

Ｄ委員：民間施設等を使用するが、現状の庁舎と同様の機能・サービスが提



供できるのであれば、例外的に民間施設等の使用も検討の視野に入れると

いう意味では。民間施設を活用するのはいいが、不便だとか、使いづらい

とか、今と同じように機能・サービスが提供できない場合には、意味がな

いということになってしまう。 

Ａ委員：そういうことであれば、１番と少し矛盾するのでは。 

事務局：お示ししている意見の取りまとめ（案）については、１つの方向性

というものではなく、これまで出された意見を記載している。相反する意

見もあったことから、取りまとめ（案）としてお示している。 

Ｄ委員：１番（配付資料６Ｐ４）は増築・別館建設の新たな建設ということ

であり、３番（配付資料６Ｐ４）は別に新たに造らなくても民間施設を利

用するという意味で、矛盾はしてないと思う。 

事務局：２番（配付資料６Ｐ４）については、産業構造に応じた分庁方式と

あり、これは本庁機能全体の集約をするという意味では相反する意見だっ

たと思う。 

Ｄ委員：１番（配付資料６Ｐ４）は、できる限り現施設を有効利用していく

ことを最大限考えるということで、それでも足りなければという意味で

は。 

Ａ委員：そういうことであれば、「支障がある場合」という表現の方がよい

のでは。 

事務局：本庁機能を集約する場合というのが前提の意見だと思う。集約する

場合に、市民サービスの低下を招かないとか、利便性に支障がない場合に

おいては、民間施設を利用して本庁機能を集約するという意見だと思う。 

  民間施設を利用することで、窓口が分散し、手続に支障があると不適当

である。１箇所で手続が全部できれば利便性に支障がないということにな

るので、その場合には、民間施設の利用を検討するということである。 

Ａ委員：３番（配付資料６Ｐ４）は人を動かす場合であり、１番・２番（配

付資料６Ｐ４）を考慮すると、もう新たに人を動かす必要はないという考

え方になる、デジタル化になった場合に。産業構造に応じた分庁方式は、

志布志庁舎、有明庁舎があり、有明庁舎にはいろんな課がある。それはそ

のまま今の状態で使用すれば、新たに志布志庁舎に職員を動かす必要もな

いし、テレワーク・テレビ会議を使用すれば、そういう必要性もない。こ

れ以上志布志の方に職員を動かすのではなく、そういった技術も使いなが

ら、今のままで有明も松山も志布志も使用する。その方が経費も掛からな

いし、新しい施設を造る必要もないし、増築する必要もないし、新たに民

間の施設を活用する必要もないと思う。 

事務局：それぞれ個別に考えると方向性が見えなくなってしまうので、４番



（配付資料６Ｐ４）も踏まえながら機構改革とか、機能も調整しながら全

体的を考えていくというのも１つの意見であるという捉え方をしていると

いうことかもしれないが、それぞれ独立して考えるのではなく、これらを

全体的に考えながら進めていった方がいいということだと思う。 

Ａ委員：１つの意見を出す場合は、それがある程度明快な意思を持ってない

と、様々な受け取られ方のある意見は非常に危険である。 

事務局：検討委員会の調査研究の中で様々な意見があって当然だと思う。デ

ジタル化で極端な話、将来的に窓口に行かなくても手続ができる時代にな

るかもしれないし、組織機構改革で今後の市の体制も明確にどうなるかわ

からないこともあり、ある程度含みを持たせた選択肢を示すことで取りま

とめることができたらと考えているところである。あくまでも、本日の委

員の皆様の意見を取りまとめるということで、委員の皆様に議論していた

だきながらお示ししていただければと思う。 
Ａ委員：基本的に動かさないという考え方である。今回の本庁舎移転につい

ては、意見がだいぶ分かれた。５年後には全ての機能が志布志に移るとい

う感覚で不安を持っている市民が多い。それを１つ払拭する意味で出席し

ている。繰り返しになるが、最初に本庁舎移転の説明があったときにその

ような説明だった。とりあえず、志布志庁舎に管理部門を移して、５年の

間に移転させると。住民が聞いているのはそこまでである。その後の説明

は直接住民にされたことはない。そこに住民は不信感を持っている。その

部分を議会にはある程度説明されたかもしれないが、住民には何ら説明す

ることなく、今がある。５年後にここに移るのか、移らないのかというの

は住民にとっては重大な関心である。そこのところをしっかりしないとま

すます混乱すると思う。そこも全く切り離して議会で説明されたと思う

が、本来最初の時点からそこまで考えた計画の中で議会の承認も得るべ

き、住民への説明も行うべきだったのでは。それをされずに管理部門の移

転だけを先にしたから、余計みんな不安に思っている。本来こういう話し

合いはここに移す前にやるべき議論であり、そこに非常に失望を感じてい

る。 

委員長：私見ですが、１～５（配付資料６Ｐ４）の順番が分かりにくいの

で、今の意見を踏まえて、一番最初に２番の分庁方式を示してから、次を

読んでいくと分かりやすいと思う。順番を少し変えてみたらどうか。最初

に分庁方式を示せば、なくなりはしないという意味になる。その際に、新

たな庁舎整備は行わずに有効に活用すると。その次に今回のコロナのよう

なことが起こって保健所との関係が出てくるし、機構改革とかに影響があ

るかもしれない。そうなれば、３番の話が出てくる可能性がある。そうい



う順番で読むと分かりやすいと思うが。 

Ａ委員：４番（配付資料６Ｐ４）の行政のデジタル化を踏まえるということ

も、２番（配付資料６Ｐ４）の１つの実行の手段だと思う。 

委員長：順番を入れ替えるということと、この５つ以外に何か加えたり削除

したりするものがあれば、御意見いただきたい。 

Ｃ委員：この取りまとめは、完成した段階で議会や市長に示すのか。 

事務局：この検討委員会は、まず、第１段階として本庁機能全体の移転につ

いて協議し、第２段階として３つの庁舎があり、それぞれ耐用年数がある

ので新庁舎建設についても検討していくということでスケジュールを組ん

でいる。今回、経過報告ということで本庁機能全体の移転について中間の

取りまとめができれば、その内容を議会に報告して、最終的に第２段階の

新庁舎建設を含め、庁舎の在り方について検討し、検討委員会としての提

言書を市長に提出できたらと考えている。 

Ｃ委員：５番（配付資料６Ｐ４）の税法上の耐用年数と建物本来の耐用年数

が違うことについて、前回欠席したので、出席した方はどっちが長くてど

うだというのがわかると思う。様々な選択肢というところも、例えば具体

的にどんなものがあるのかこれを見ただけではわからない。様々な選択肢

の具体的な例や税法上の耐用年数の方が短いということが分かった方がい

いと思う。 

委員長：税法上の耐用年数は50年であるが、実際の建物はもっと長く使える

ということである。 

Ｃ委員：税法上の耐用年数を過ぎても、補修をしながら使用することができ

るという話だと思うが。 

委員長：問題なく使用できる。 

Ｃ委員：前回の議論に参加していたら分かると思うが、これを読んだだけで

は分かりにくい。 

委員長：私が追加記載を依頼したところですが、意見交換をする中で、減価

償却が50年で、50年経ったら建て替えると思われている方が非常に多い。

欧米では、建物を長く使用しているところの方が多い。そういう意味で、

少し理解していただいければと思う。逆にあと何年だからこれ壊して次を

建てる計画をしなくてはという切迫感は持たなくてもいいということを理

解していただければと思う。 

事務局：様々な選択肢の具体例は。 

委員長：例えば、改修して使い続けるっていうことである。 

Ａ委員：この発端になったのが松山の庁舎である。松山の庁舎の耐用年数が

あと９年でそれをどうするのかということである。あと９年というわけで



はないという話になったことから難しい。松山の庁舎をいつまでに改修す

るという目標を持たないと事が進まないと思う。公共施設の関係で総合的

に複合化した施設に検討するという案があるが、その中で何年後くらいに

はそういうふうにしようというのがないと難しいという話からこの話も出

てきたと思うが。 

事務局：現実的にはいろんな公共施設があり、庁舎だけが公共施設ではな

い。公共施設の個別管理計画を策定し、総合的な意味で、例えば学校の統

廃合であったり、地域コミュニティの形成の在り方であったり、これらを

横断的に結び付けながら、施設の管理を今後どうやって行くのかを検討す

る必要があり、同時並行でやっていかないといけないと考えている。施設

を庁舎でも学校でも残すとか残さないとか、地域全体を見ながら、耐用年

数や老朽度も見て展開していかないといけないと思う。このようなことか

ら、庁舎をいつ建設する、改修するっていうのは中々言えないところであ

る。そこの結び付きを今後展開していく必要があると考えている。 

委員長：志布志庁舎の耐用年数はあと何年か。税法上でいくと。 

事務局：21年である。 

委員長：そうすると、また10年くらい前から新庁舎の建設を考えるとかでは

なく、逆にもっと使用し続けていくということを考えた方がいいと思う。

場所も非常にいいし、津波の浸水想定よりも高い。その代わり、改修する

ときには、建替え経費の７割ぐらいを掛けて徹底的にやる方がいいと思

う。７割掛けるなら建て替えた方がよいという考え方もあるが、環境的に

は建物の廃棄物が多量に出る。新築するときには、かなりの二酸化炭素が

出る。それを踏まえて、これからの時代は躯体だけは使い続けていくとい

うことが１番メリットがある。このような改修の検討がされないで、50年

経ったら壊す、建て替えることが当たり前になっている。そういった意味

で少し触れておいた方がいいのかなと考えている。上手に改修すると新築

同様の機能になるし、実際にそのような庁舎が現にある。減価償却で50年

経ったから国会議事堂を建て替えるという話しは起きていない。少し気が

付いていただければと思う。 

Ａ委員：非常によくわかる、二酸化炭素の排出とかそうなった時に、耐用年

数が短いのは松山だから松山が先とかそういう問題が出てくると思う。そ

こ辺をどう調整していくのか。順番とかではなく、今からの建設の中で必

要なことだと思う。 

委員長：事務局から先ほど説明があったとおり、市全体の公共施設がかなり

あることから、それを順番にどうするのかを検討していくことになる。も

う少し内容を分かりやすくということでよろしいか。他に何か追加するこ



とは。 

Ｄ委員：南海トラフ等の災害に対する対策については、何も入っていない。

本庁機能全体の移転を考えるときに、それをどうするかということが当然

ある。前回は港の材木をどうするのかという話もした。そういった意味で

災害面に何か触れておいた方がいいと思う。避けて通れない問題だと思

う。地震は大丈夫なのか。 

委員長：この辺りで震度６強が最大としたら、６強で計算して建物が持てば

今のところ安泰という判断だと思う。南海トラフ等での災害が起こったと

き、庁舎機能を今後検討していくとかそういうことを少し加えるというこ

とでしょうか。そういった意味では、分庁舎っていうのはよいと思う。志

布志がダメになったときに松山とか有明で拠点を移して対策ができると

か。データもバックアップして、それがどちらかの庁舎で使えるっていう

のが一番いいと思う。東北の震災の時は住民票台帳から全てなくなった。

災害のことは全く触れてないので、追加記載した方がよいと思う。 

Ａ委員：基本的にこの考えがいいと思う。本庁舎移転をして５年後にという

話は、コロナ禍以前である。コロナを機にリモート、集約よりも分散。そ

の中でデジタル化とかが新たな流れになっている。３つ庁舎の機能を充実

させながら整備することは、災害にもより強い今からの庁舎の在り方とし

て素晴らしいと思う。地球環境の問題も出たが、山があり、畑があり、谷

を守らないといけない。山間部の松山もきちっとそこで拠点を作って、有

明は有明できちっと作っていくと。そういった３つの機能を充実させなが

ら、分散させていくという考え方がいいと思う。 

Ｆ委員：今後25年後くらいには、人口が２万人くらいになり、ここに居られ

る方々も高齢化していると思う。税収も少なくなり、若い方もいなかった

ら更に税収は少なくなることを考えると、５番（配付資料６Ｐ４）の様々

な選択肢というところで、人口が変化していくことも踏まえていただけれ

ばありがたいなと思う。 

Ｇ委員：増築、別館建設、分庁どれになるか分からないが、３番（配付資料

６Ｐ４）の市民サービスの低下とか、市民の利便性の支障という考え方で

はなく、市民サービスの向上とか、利便性のアップにつながるような移転

になればと思う。今後のデジタル化・耐用年数・行政機能のことを考えた

ら難しいと思うが、そこを第一に考えていただければと思う。 

事務局：今いただいた意見の中で特にこの５項目をお示ししたところです

が、６項目に災害に関係する事項を追加することと、市民サービスの向上

という部分を１項追加したいと思う。 

Ｄ委員：高齢化社会を踏まえた対応を含めて。デジタル化を進めるのと同じ



で、デジタルデバイドじゃないが、ついていけない高齢の方がたくさんい

るのでは全く意味がない。 

委員長：追加記載することを検討していただいてもよいか。 

Ｉ委員：今３万ちょっとですけど。30年後、50年後どうなっていくのか。産

業構造も変わっていくということであれば、志布志だけが人口が減らず、

産業が変わらずに今のままということは絶対にない。アナログからＩＴ

に、ＩＴからデジタルに変わる。そういう先進技術を取り入れて、費用対

効果を考えると、機械を入れたら人が減り、人件費が減る。全体の人口も

減る。デジタル化になった民間は、ほとんどがシェアで自分のデスクはな

い。新しい発想で、庁舎を作っていく。会議もテレビ会議になり、会議室

は要らなくなる。自分のデスクで自分の部屋で会議もでき、移動しなくも

よい。様々な発想が出てくると思う。あるものをしっかりイノベーショ

ン、そしてリノベーション両方一緒に考えていかないといけない。費用対

効果を含めて。委員長が言われた耐用年数の考え方は大変素晴らしいと思

う。100年使っても修理をしたり、メンテナンスをすれば、十分可能だと思

う。そういうことも踏まえて、４番（配付資料６Ｐ４）の時代の変化に対

応した行政機能の効率化を図る。これは誰に対して効率化を図るのか。効

率化っていうのは、内向きか外向きか。時代の変化に対応して行政サービ

スを図ることであれば、市民の皆さんが見たときになるほどとなる。自分

たちのためにやっているのかなというふうに捉えられないのかと思う。 

委員長：内向きな行政機能の効率化ということか。それとも内向き外向き両

方の意味か。 

事務局：手続のオンライン化など、そういう意味では外向きな部分もある。 

委員長：自宅で住民票が取れるようなことだと思うが。 

事務局：行政機能の効率化を図り、行政サービスの向上を図る。そういうこ

とか。 

委員長：そういうことだと思う。 

Ａ委員：効率化はあまりいいイメージがない、地域住民にすれば。 

事務局：本日いろいろ御意見いただいて、文章として整理できていないの

で、一旦持ち帰って整理させていただきたい。取りまとめを整理した上で

委員長と協議して、委員の皆さんに送付したいと思う。 

委員長：事務局と協議後に皆さんに送付するということでよいか。 

事務局：いただいた御意見は、今回の本庁機能全体の移転の取りまとめであ

るが、将来的に次の段階の新庁舎の建設の協議の中でも議論になってくる

ことだと思う。行政のデジタル化も含めて。最終的に提言書という形でま

とめますので、その時点でまた今回の御意見と次の段階の御意見を集約し



て作っていければと思う。 

委員長：来年に向けてのたたき台になると思う。 

Ｂ委員：前回は欠席でしたが、内容的には意見の取りまとめ（案）を見た感

じでは、これでいいのかなと思う。 

委員長：ありがとうございます。では、以上でよろしいでしょうか。意見の

取りまとめを事務局にお願いして確認するということで閉めさせていただ

いて、今年度の取りまとめにしたいと思う。反対意見なければ多数決にな

りますので多数ということでよろしくお願いしたい。 

４ その他 

  次回の開催は、４月以降に委員長と事務局で調整した上で、各委員に連

絡する。 

５ 閉会  


